
 

 
 

 

平成２４年６月２８日 

 

株式会社クリスタルジャポン及び株式会社コアクエストに対する景品表示法
に基づく措置命令について 

 

消費者庁は、本日、株式会社クリスタルジャポン（以下「クリスタルジャポン」と

いう。）及び株式会社コアクエスト（以下「コアクエスト」という。）に対し、景品表

示法第６条の規定に基づき、措置命令（別添１及び２参照）を行いました。 

クリスタルジャポン及びコアクエストがウェブサイトにおいて行った「アゲハダ

ラインゼロ」と称する抗シワ効果を標ぼうする化粧品の表示について、景品表示法に

違反する行為（表示を裏付ける合理的根拠が示されず、優良誤認に該当）が認められ

ました。 

なお、本件は公正取引委員会（公正取引委員会事務総局九州事務所）による調査の

結果を踏まえ、当庁が措置命令を行うものです。 

 

１ クリスタルジャポン及びコアクエストの概要 

 ⑴ 株式会社クリスタルジャポン 

所 在 地 福岡市中央区赤坂一丁目１４番２２号 

代 表 者 代表取締役 吉岡 明広 

設立年月 平成２２年４月 

資 本 金 ５００万円 

 

 ⑵ 株式会社コアクエスト 

所 在 地 福岡市中央区舞鶴二丁目２番３号 

代 表 者 代表取締役 松田 頼明 

設立年月 平成１４年１２月 

資 本 金 ３００万円 

 

２ 措置命令の概要 

 ⑴ 対象商品 

本件の対象商品は、「アゲハダ ラインゼロ」と称する抗シワ効果を標ぼうする

化粧品である。 

クリスタルジャポンは、コアクエストが製造業者から仕入れた対象商品を、コア

クエストから仕入れ、自社ウェブサイトにおいて広告を行い、通信販売の方法によ

り一般消費者に販売している。 
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⑵ 対象表示 

ア 表示の概要 

（ｱ） 表示媒体 

クリスタルジャポンのウェブサイト（別紙） 

（ｲ） 表示期間 

   平成２２年９月２０日から平成２４年４月１８日までの間 

（ｳ） 表示内容 

○ 気になるシワを一瞬で！？形状記憶 

○ 継続使用により、シワが引き伸ばされた状態をお肌が記憶してくれます。 

○ 深く刻まれたシワは、継続使用による形状記憶によって、また正常なタ

ーンオーバーが行われることによって徐々に薄くなっていきますので、最

低３ヶ月の継続使用（シワの深さや長さにより異なります）をおすすめし

ます。ターンオーバーが乱れている方は、半年以上はお使いください。 

（ｴ） 表示の決定方法 

クリスタルジャポン及びコアクエストは、クリスタルジャポンのウェブサイ

トにおける対象商品の表示について、共同して表示内容を決定している。 

   

イ 実際 

前記アの表示について、当庁は、景品表示法第４条第２項の規定に基づき、ク

リスタルジャポン及びコアクエストに対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根

拠を示す資料の提出を求めたところ、２社から資料が提出された。しかし、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認められなかった。 

  

⑶ 命令の概要 

ア 前記⑵アの表示は、対象商品の内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反するものである旨

を、一般消費者へ周知徹底すること。 

イ 再発防止策を講じて、これを役員及び従業員に周知徹底すること。 

ウ 今後、同様の表示を行わないこと。 

 

 

 

【本件に対する問合せ先】 

消費者庁表示対策課 担当者：栗田、小野 

電  話   ０３－３５０７－９２３９ 

ホームページ  http://www.caa.go.jp/ 
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不当景品類及び不当表示防止法（抜粋） 

（昭和三十七年法律第百三十四号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客の

誘引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれのあ

る行為の制限及び禁止について定めることにより、一般消費者の利益を保護することを

目的とする。 

 

（不当な表示の禁止） 

第四条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号のいずれかに

該当する表示をしてはならない。 

一 商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者と同種若しくは類似

の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも著しく優良であると

示す表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択

を阻害するおそれがあると認められるもの 

二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者と同種

若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも取引の

相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であつて、不当に顧客を誘

引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められ

るもの 

三 前二号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消費者

に誤認されるおそれがある表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自

主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認めて内閣総理大臣が指定するもの 

 

２ 内閣総理大臣は、事業者がした表示が前項第一号に該当するか否かを判断するため必

要があると認めるときは、当該表示をした事業者に対し、期間を定めて、当該表示の裏

付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めることができる。この場合において、

当該事業者が当該資料を提出しないときは、第六条の規定の適用については、当該表示

は同号に該当する表示とみなす。 

 

（措置命令） 

第六条 内閣総理大臣は、第三条の規定による制限若しくは禁止又は第四条第一項の規定

に違反する行為があるときは、当該事業者に対し、その行為の差止め若しくはその行為

が再び行われることを防止するために必要な事項又はこれらの実施に関連する公示その

他必要な事項を命ずることができる。その命令は、当該違反行為が既になくなつている

場合においても、次に掲げる者に対し、することができる。 

一 当該違反行為をした事業者 

二 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併により消滅

したときにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人 

三 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割により当

該違反行為に係る事業の全部又は一部を承継した法人 

四 当該違反行為をした事業者から当該違反行為に係る事業の全部又は一部を譲り受け

た事業者 

（参考１）
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（報告の徴収及び立入検査等）  

第九条 内閣総理大臣は、第六条の規定による命令を行うため必要があると認めるときは、

当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者に対し、その業務若し

くは財産に関して報告をさせ、若しくは帳簿書類その他の物件の提出を命じ、又はその

職員に、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者の事務所、事

業所その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しく

は関係者に質問させることができる。  

２～４ （省略） 

 

（権限の委任） 

第十二条 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く。）を消費者

庁長官に委任する。 

２ 消費者庁長官は、政令で定めるところにより、前項の規定により委任された権限の一

部を公正取引委員会に委任することができる。  

３ 公正取引委員会は、前項の規定により委任された権限を行使したときは、速やかに、

その結果について消費者庁長官に報告するものとする。 

 

 

○ 不当景品類及び不当表示防止法第十二条第一項及び第二項の規定による権限の委任に

関する政令（抜粋） 

（平成二十一年政令第二百十八号） 

 

（消費者庁長官に委任されない権限）  

第一条 不当景品類及び不当表示防止法（以下「法」という。）第十二条第一項の政令で

定める権限は、法第二条第三項及び第四項、第三条、第四条第一項第三号並びに第五条

第一項（消費者委員会からの意見の聴取に係る部分に限る。）及び第二項の規定による

権限とする。 

 
（公正取引委員会への権限の委任） 

第二条 法第十二条第一項の規定により消費者庁長官に委任された権限のうち、法第九条

第一項の規定による権限は、公正取引委員会に委任する。ただし、消費者庁長官が自ら

その権限を行使することを妨げない。 
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景品表示法による表示規制の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
 景

品
表
示
法 

第
４
条
（
不
当
な
表
示
の
禁
止
） 

不
当
な
表
示 

○優良誤認表示（４条１項１号） 

商品・サービスの品質、規格その他の内容についての不当表示 

○有利誤認表示（４条１項２号） 

商品・サービスの価格その他取引条件についての不当表示 

不実証広告規制（４条２項） 

 消費者庁長官は、商品・サービスの内容（効果、性能）に関する優

良誤認表示に該当するか否かを判断する必要がある場合に、期間を定

めて、事業者に表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を

求めることができる。 

⇒ 事業者が資料を提出しない場合又は提出された資料が

表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものと認められ

ない場合は、当該表示は不当表示とみなされる。 

①商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示す表示 

①無果汁の清涼飲料水等についての表示 

②商品の原産国に関する不当な表示 

③消費者信用の融資費用に関する不当な表示 

④不動産のおとり広告に関する表示 

⑤おとり広告に関する表示 

⑥有料老人ホームに関する不当な表示 

①商品・サービスの取引条件について、実際のものよりも取引の相

手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示 

（参考２） 

○商品・サービスの取引に関する事項について一般消費者に誤認される

おそれがあると認められ内閣総理大臣が指定する表示（４条１項３号）

②商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、事実に相違

して競争事業者に係るものよりも著しく優良であると示す表示

②商品・サービスの取引条件について、競争事業者に係るものよりも

取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示
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